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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、「最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移」に

ついては記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第44期において、平成15年４月10日付で株式１株を株式1.3株に分割しております。なお、１株当たり当期

純利益は、株式分割が期首に行われたものとして計算しております。 

４．第44期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当

たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

５．第47期において、平成18年２月21日付で株式１株を株式1.2株に分割しております。 

回次 第43期 第44期 第45期 第46期 第47期 

決算年月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月 

売上高（千円） 23,046,223 23,887,193 23,881,156 23,855,784 23,089,435 

経常利益（千円） 1,970,465 1,948,960 1,594,053 1,906,075 1,513,037 

当期純利益（千円） 1,044,027 1,034,384 785,221 1,012,714 740,819 

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 2,015,812 2,015,812 2,015,812 2,015,812 2,015,812 

発行済株式総数（株） 8,109,915 10,542,889 10,542,889 10,542,889 12,651,466 

純資産額（千円） 11,980,733 12,868,866 13,590,593 14,204,939 14,697,181 

総資産額（千円） 14,539,180 15,148,775 17,148,340 17,813,431 17,882,112 

１株当たり純資産額（円） 1,508.00 1,245.22 1,297.62 1,371.87 1,183.41 

１株当たり配当額(内１株当

たり中間配当額)（円） 

15.00 

(7.50) 

15.00 

(7.50) 

17.50 

(7.50) 

20.00 

(10.00) 

22.50 

(10.00) 

１株当たり当期純利益（円） 130.86 99.19 74.69 96.66 59.65 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
130.48 98.64 74.36 96.42 59.52 

自己資本比率（％） 82.4 84.9 79.3 79.7 82.2 

自己資本利益率（％） 9.00 8.33 5.94 7.29 5.13 

株価収益率（倍） 10.50 9.59 14.26 15.33 18.61 

配当性向（％） 11.4 15.1 23.4 20.7 37.7 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
1,603,467 901,168 2,808,362 1,716,936 646,044 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△343,225 △453,636 △761,919 △912,753 △6,028,683 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△266,345 △141,941 △62,370 △421,777 △226,542 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
6,228,404 6,533,995 8,518,067 8,900,471 3,291,290 

従業員数(外、平均臨時雇用

者数)（人） 

315 

(696) 

340 

(724) 

350 

(716) 

340 

(747) 

348 

(753) 



２【沿革】 

 当社は、昭和35年10月14日資本金430万円をもって、岡山県児島市（現 岡山県倉敷市）に設立された株式会社西

脇被服本店であり、昭和42年７月27日株式会社西脇へ、さらに昭和47年10月１日株式会社マックスへと商号変更を行

っております。 

 設立以来、衣料品製造卸売業を営んでおりましたが、ジーンズ小売業の将来性に着目し、昭和53年４月ジーンズメ

イト下北沢店を出店しジーンズ小売業に参入いたしました。以降当社として７店舗の出店を行いましたが、小売業と

しての展開が順調であり、今後とも発展が見込まれるということからジーンズ小売業専門店として事業の転換を図る

べく、昭和62年５月別会社として当社の株主が中心に出資を行い、旧株式会社ジーンズメイトを設立いたしました。

 その後当社は、旧株式会社ジーンズメイトに100％の卸売販売を行い、旧株式会社ジーンズメイトは、ジーンズ小

売専門店として店舗展開を中心に業務分担を行っておりましたが、事業を一本化するため旧株式会社ジーンズメイト

を平成３年２月19日に吸収合併し、同時に株式会社ジーンズメイトの商号を引き継ぎ現在に至っております。 

年月 概要 

昭和35年10月 衣料品製造卸売業として株式会社西脇被服本店を岡山県児島市（現 岡山県倉敷市）に設立 

昭和42年７月 商号を株式会社西脇に変更 

昭和43年４月 東京都中央区日本橋蛎殻町に東京店を開設、卸売業専業となる 

昭和47年10月 商号を株式会社マックスに変更 

昭和53年４月 東京都世田谷区にジーンズメイト下北沢店を設置、小売業を開始 

昭和57年８月 東京都新宿区に東京店を移転、名称を営業本部とする 

昭和60年８月 東京都渋谷区に営業本部を移転 

昭和61年３月 神奈川県における第１号店を横浜市西区に設置 

昭和61年３月 全店舗にＰＯＳ端末と本部にコンピュータを導入 

昭和62年５月 小売部門を分離するため旧株式会社ジーンズメイトを設立 

昭和63年10月 千葉県における第１号店を旧株式会社ジーンズメイトが柏市に設置 

平成３年１月 東京都墨田区に営業本部を移転 

平成３年２月 旧株式会社ジーンズメイトと合併し、商号を株式会社ジーンズメイトに変更 

平成３年５月 東京都渋谷区初台に本店を移転 

平成３年５月 埼玉県における第１号店を春日部市に設置 

平成４年１月 東京都豊島区に営業本部を移転 

平成５年１月 全店舗に万引防止システムを導入 

平成５年２月 ＰＯＳ端末を全店新型に統一 

平成６年２月 商品発注管理システム（ＪＥＴシステム）を導入 

平成７年７月 日本証券業協会に株式を店頭登録 

平成８年10月 愛知県における第１号店を名古屋中区に設置 

平成８年10月 全店舗に携帯端末による在庫管理システム（ＪＥＴⅡシステム）を導入 

平成９年10月 全店舗でクレジットカードによる販売を開始 

平成９年５月 大阪府における第１号店を大阪市中央区に設置 

平成10年４月 渋谷２号店（現：渋谷店）にて24時間営業を開始 

平成10年８月 神奈川県愛甲郡に物流センターを設置 

平成11年１月 東京証券取引所市場第二部に上場 

平成11年１月 東京都渋谷区神宮前に本店及び営業本部を移転 

平成12年２月 東京証券取引所市場第一部に上場 

平成15年９月 インタ－ネットによる通信販売を開始 

平成15年11月 店舗数が100店舗を超える 

平成16年３月 新業態「ＤＥＸＴＲＡ」の実験店を東京都調布市「調布パルコ」内に設置 

平成16年６月 埼玉県戸田市に物流センターを移転（豊島物流本部閉鎖） 

平成17年10月 兵庫県における第１号店を神戸市中央区に設置 

平成19年２月 新基幹システムを導入 



３【事業の内容】 

 当社はジーンズを中心としたヤングカジュアルウェアを販売する専門店チェーンであります。 

 平成19年２月20日現在で110店舗（東京都49、神奈川県25、千葉県９、埼玉県14、愛知県２、大阪府９、兵庫県２

を展開しております。出店形態は駅周辺や繁華街等の集客力のある商業集積地へのビルイン出店を軸に、ショッピン

グセンター内テナント出店などドミナントエリアを形成しつつあります。 

４【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、パート社員数は( )内に１人１ヶ月172.0時間換算による年間の平均人数を外

数で記載しております。 

２．平均年間給与（税込）は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年２月20日現在

従業員数（人） 平均年令 平均勤続年数 平均年間給与（円） 

348（753） 31歳０ヶ月 ７年２ヶ月 4,417,943 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当事業年度におけるわが国経済は、企業収益の改善を背景とした堅調な設備投資に加え、雇用情勢の改善も見られ、

個人消費が持ち直し、景気は持続的に緩やかな回復基調にありました。しかしながら、小売業においてはさらなる企業

間競争の激化に加え、週末の降雨、長梅雨、気温の低下などによる夏物需要の縮小、さらには、暖冬により全国的に気

温の高い日が続いたことによる防寒物需要の低下など、天候不順が期を通して大きく影響し、より一層厳しい経営環境

となりました。 

 こうした経営環境のもと、当社では多様なお客様のニーズにお応えするために、高付加価値商品の提供や品揃えの充

実による他社との差別化を徹底するとともに、店頭サービスの更なる充実を図ることを最重要課題とし、企画商品の開

発推進や新基幹システム導入に向けた社内体制の強化などに注力してまいりました。 

 商品動向としましては、上半期は半袖ポロシャツやアンサンブル商品が好調に推移しましたが、半袖Ｔシャツ、ショ

ートパンツといった盛夏商品などで苦戦し、前事業年度実績を上回ることができませんでした。下半期は、ダウンジャ

ケットは比較的好調に推移しましたが、その他の防寒アウターを中心にシーズン物の手袋やマフラー、ニット帽などで

非常に苦戦いたしました。また、期を通しまして、メンズ・レディースともにナショナルブランドのデニム5ポケットが

低迷したこともあり、売上高は前事業年度には未達となりました。 

 販売面としましては、店頭サービスの充実を目的として取組んでいる「ボトムスマイスター制度（社内資格制度）」

が、当事業年度末現在では、前事業年度末の261名体制に対し、ボトムスマイスター107名、アドバイザー・アシスタン

ト285名の計392名の全店配置体制となり、お客様に最適なボトムスをコンサルティング提案することで、販売力の向上

に日々努めております。 

 また、競合環境が厳しさを増すなか、固定客づくりを目的として取組んでいる「ＪＭポイントカード」は当事業年度

において55万件の発行を行い、当事業年度末の総発行数は408万件となりました。また、携帯電話サイト「ＪＭモバイル

（ＰＣ含む）」の登録者数は当事業年度末で31万人のご登録をいただきました。これらのお客様に、クーポンキャンペ

ーンを始めとした来店誘導企画や当社企画商品の訴求を図ることで、ストアロイヤルティの構築に努めてまいりまし

た。 

 さらに当事業年度は、秋冬のイメージキャラクターといたしまして、吉本興業所属で若手人気お笑いコンビの「オリ

エンタルラジオ」を起用し、重点販売商品の訴求力向上およびイメージアップを図ってまいりました。 

 当事業年度における新規出店は、八潮店（埼玉県八潮市）、上福岡店（埼玉県ふじみ野市）、厚木サティ店（神奈川

県厚木市）、荻窪店（東京都杉並区）、ホームズ寝屋川店（大阪府寝屋川市）の計5店舗となりました。また、退店につ

きましては横浜元町店（横浜市中区）、枚方店（大阪府枚方市）、DEXTRA調布店（東京都調布市）の3店舗を閉鎖し、当

事業年度末の店舗数は110店舗となりました。 

 その結果、東京圏（東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県）の店舗数は97店舗、愛知県2店舗となり、第2のドミナント

エリア化を進めている大阪圏（大阪府、兵庫県）は1店舗を出店し、11店舗となりました。また、当事業年度末の24時間

営業店舗数は、35店舗となりました。 

 以上の結果、売上高230億89百万円（前年同期比3.2％減）、営業利益14億63百万円（前年同期比21.4％減）、経常利

益15億13百万円（前年同期比20.6％減）、当期純利益7億40百万円（前年同期比26.8％減）となりました。 

 (2）キャッシュ・フロー 

 当事業年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）の残高は、前事業年度末より56億９百万円減少

し、32億91百万円（前年同期比63.0％減）となりました。これは、営業活動によるキャッシュ・フローが６億46百万円

の獲得となったものの、投資活動によるキャッシュ・フローが60億28百万円、財務活動によるキャッシュ・フローが２

億26百万円それぞれ支出となったためであります。また、当事業年度における各キャッシュ・フローは次のとおりであ

ります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により得られた資金は、前事業年度より10億70百万円少ない６億46百万円（前年同期比62.4％減）となりま

した。これは純粋な営業活動から得られた資金が15億69百万円（前年同期比32.8％減）、法人税等の支払が９億47百万

円（前年同期比52.1％増）となったためであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、前事業年度より51億15百万円多い60億28百万円（前年同期比560.5％増）となりまし



た。これは主に有価証券・投資有価証券の取得及び売却に伴う純支出の超過が51億５百万円（前年同期比1,087.1％

増）、有形固定資産の取得による支出が４億36百万円（前年同期比2.1％増）となったためであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、前事業年度より１億95百万円少ない２億26百万円（前年同期比46.3％減）となりま

した。これは主に配当金の支払額が２億27百万円（前年同期比9.3％増）となったためであります。 

２【販売及び仕入の状況】 

(1）商品部門別売上高 

 （注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(2）都道府県別売上高 

 （注）１．上記金額に消費税等は含まれておりません。 

２．その他は、本部の販売実績であります。 

商品部門別 

第47期 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

売上高（千円） 前年同期比（％） 構成比（％） 

ボトムス 

(ジーンズ、カジュアルパンツ他) 
7,525,954 94.5 32.6 

トップス 

（シャツ、Ｔシャツ、トレーナー、セー

ター、ジャンパー他） 

11,962,893 98.0 51.8 

小物 

(ソックス、ベルト、バッグ他) 
3,600,587 98.0 15.6 

合計 23,089,435 96.8 100.0 

都道府県別 

第47期 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

売上高（千円） 前年同期比（％） 構成比（％） 期末店舗数 

東京都 10,997,041 95.4 47.6 49 

神奈川県 5,069,450 95.7 22.0 25 

千葉県 1,551,762 85.9 6.7 9 

埼玉県 2,313,973 99.2 10.0 14 

愛知県 315,784 91.5 1.4 2 

大阪府 2,400,030 105.1 10.4 9 

兵庫県 321,090 235.2 1.4 2 

店舗合計 22,969,133 96.8 99.5 110 

その他 120,302 94.1 0.5 － 

合計 23,089,435 96.8 100.0 110 



(3）単位当たり売上高 

 （注）１．売場面積は、実効面積の稼動月数により算出しております。 

２．従業員数には、パート社員（１人１ヶ月172.0時間換算）を含んでおります。 

３．上記金額に消費税等は含まれておりません。 

(4）商品部門別仕入高 

 （注）上記金額は仕入価額によっており、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

企業収益の改善や個人消費の回復により、景気は持続的で緩やかな回復基調にあるものの、衣料品小売業界において

は依然、厳しい経営環境が続くと予想されます。また、お客様の選択の眼は、商品の品質や価格のみならず、店頭サ－

ビスを含めた店舗環境に対しても高い付加価値を求められるものと考えられます。 

 当社といたしましては、ブランド、トレンド、品質などを取り入れた高付加価値商品を、タイムリーに、お買い求め

いただきやすい価格で提供し、品揃えの充実による他社との差別化を徹底するとともにお客様の視点にたったサービス

や売場づくりに尽力してまいる所存でございます。 

 今後におきましても収益力、財務の健全性を維持・強化するとともに、安定的かつ堅実な成長力を図るために、平成

19年2月21日より新基幹システムを稼働させ、業務の効率化や本社店舗間のさらなる情報の共有化を実現してまいりま

す。 

 次期におきましては、「既存店の活性化～ＣＳ（顧客満足）の向上」、「競争力のある商品の品揃えと在庫の適正

化」、「早期収益化が見込める効率的な出店」、などを主眼におき、成長基盤の確立を図っていく所存であります。 

 またこれまでと同様に、東京圏（東京都・神奈川県・千葉県・埼玉県）に集中出店するドミナント戦略に加え、大阪

圏（大阪府・兵庫県・京都府）への新規出店を行ないながら第2のドミナントエリア構築を目指し、それぞれの店舗が地

域一番店となれるよう全社一丸となって邁進してまいります。 

項目 
第47期 

（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

前年同期比（％） 

売上高（千円） 23,089,435 96.8 

１㎡当たり売上高 
売場面積（平均）（㎡） 

１㎡当たり期間売上高（千円） 

32,851 

702 

104.1 

93.0 

１人当たり売上高 
従業員数（平均）（人） 

１人当たり期間売上高（千円） 

1,100 

20,975 

100.4 

96.4 

商品部門別 

第47期 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

仕入高（千円） 前年同期比（％） 構成比（％） 

ボトムス 

(ジーンズ、カジュアルパンツ他) 
4,178,413 96.6 32.4 

トップス 

（シャツ、Ｔシャツ、トレーナー、セー

ター、ジャンパー他） 

6,872,675 104.6 53.4 

小物 

(ソックス、ベルト、バッグ他) 
1,831,200 97.4 14.2 

合計 12,882,288 100.8 100.0 



４【事業等のリスク】 

 当社の経営成績、財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあります。なお、文中にお

ける将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成19年５月17日）現在において当社が判断したものであります。 

 

①天候によるリスク 

 当社が取扱う衣料品や雑貨類は季節性の高い商品が多く、その販売動向は冷夏や暖冬、台風などといった天候によっ

て影響を受ける可能性があります。 

②お客様の嗜好の変化などによるリスク 

 当社が取扱う衣料品や雑貨類は景気の変動による個人消費の低迷や他社との競合に伴う市場の変化といった要因に加

えて、お客様の嗜好の変化による影響を受けやすく、需要に合った商品仕入が行われなかった場合、当社の業績に影響

を及ぼす可能性があります。 

③東京圏ドミナント化によるリスク 

 当社の出店地域は当事業年度末110店舗のうち97店舗（東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県）に集中しております。そ

の他では大阪府9店舗、兵庫県2店舗、愛知県2店舗となっており、今後も大阪圏（大阪府、兵庫県、京都府）への出店も

進めてまいりますが、店舗が集中する東京圏において地震や災害などの不測の自然災害などが発生した場合、業績に影

響を受ける可能性があります。 

④税制改正等によるリスク 

 今後の税制改正により消費税率が引き上げられた場合、個人消費が冷え込むことが予想されます。また、当社では短

時間労働者（パートタイマー）を多数雇用しており、年金等に関する改正が行われた場合、人件費の企業負担の増加が

予想され、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑤賃貸物件によるリスク 

 当社の店舗は当事業年度末現在で110店舗あり、そのすべてが賃貸物件となっております。従いまして、店舗賃借のた

めの保証金を貸主に差し入れております。貸主により異なりますが、基本的には保証金は契約期間が満了しなければ返

還されません。また、倒産やその他に貸主の事由により、保証金の一部もしくは全部が回収できなくなる可能性があり

ます。 

⑥個人情報の取扱いによるリスク 

 当社はお客様情報を保有しており、個人情報保護法により「個人情報取扱業者」として法的リスクが発生いたしま

す。当社では、お客様に安心してご利用いただけるよう、社内体制及び情報インフラを整備し、従業員教育を含めたセ

キュリティーの強化に努め、平成18年7月に財団法人日本情報処理開発協会より「プライバシーマーク」の認定を受けて

おります。しかしながら、万が一個人情報が漏洩・流出した場合には、社会的信用の失墜、損害賠償責任などが発生す

ることが予想され、業績に影響を受ける可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

該当事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

①当事業年度の経営成績の分析 

（概要） 

 当事業年度における経営成績は、売上高230億89百万円（前年同期比3.2％減）、営業利益14億63百万円（前年同期比

21.4％減）、経常利益15億13百万円（前年同期比20.6％減）、当期純利益7億40百万円(前年同期比26.8％減)の減収減益

となりました。これは、週末の降雨や長梅雨による夏物需要の縮小、さらには、暖冬による防寒物需要の低下といった

天候不順の影響が大きな要因となっております。 

  

（売上高及び売上総利益） 

 売上高は前年同期比3.2％減、7億66百万円減収の230億89百万円となりました。上半期は天候不順なども影響し夏物需

要の縮小、下半期は暖冬により気温の高い日が続き、防寒物需要が低下したこともあり苦戦を強いられ、既存店売上高

前年同期比は5.7％減となりました。この減収分を前事業年度の新店及び当事業年度の新店で補いきれずに減収となりま

した。売上総利益につきましては、在庫を適正にコントロールしたことにより、売上総利益率は過去最高だった前年同

期の45.2％と並びましたが、売上総利益高は前年同期比3.2％減、3億40百万円減益の104億47百万円となりました。 

  

（販売費及び一般管理費、営業利益、経常利益） 

 販売費及び一般管理費は前年同期比0.7％増、58百万円増加の89億84百万円となりました。増加の主な内訳は、従業員

の増加に伴う人件費の増加や基幹システムの入替えに伴うリース料の増加などがあげられます。営業利益は前年同期比

21.4％減、3億99百万円減益の14億63百万円となりました。また、営業外損益は収支で前年同期比6百万円増の49百万円

の収益となりました。以上の結果、経常利益は前年同期比20.6％減、3億93百万円減益の15億13百万円となりました。 

  

（特別損益、当期純利益） 

 特別損益では、特別損失で減損損失が計上されたことにより、収支は前年同期比66.3％増、2億16百万円の損失となり

ました。また、法人税等（調整額含む）は前年同期比27.2％減、2億7百万円減の5億55百万円となりました。以上の結

果、当期純利益は前年同期比26.8％減、2億71百万円減の7億40百万円となりました。 

  

②当期の財政状態の分析 

（流動資産） 

 流動資産の残高は111億24百万円で前年同期末比9.8％減、12億3百万円の減少となりました。この主な内訳は、有価証

券が41億8百万円、商品が2億40百万円それぞれ増加いたしましたが、定期預金が40億円、普通預金が16億10百万円それ

ぞれ減少したためであります。 

  

（固定資産） 

 固定資産の残高は67億57百万円で前年同期末比23.2％増、12億72百万円の増加となりました。この主な内訳は、退店

などにより差入保証金が1億10百万円減少いたしましたが、投資有価証券9億76百万円、長期前払費用が3億88百万円それ

ぞれ増加したためであります。 

  

（流動負債） 

 流動負債の残高は26億64百万円で前年同期末比16.2％減、5億16百万円の減少となりました。この主な内訳は、未払法

人税等が2億93百万円、買掛金が1億13百万円、未払消費税が64百万円それぞれ減少いたしました。なお、借入金につき

ましては当事業年度末におきましてもゼロとなっております。 

  

③資本の財源及び資金の流動性の分析 

 当社は運転資金及び設備資金の全額を自己資金で賄っております。今後も予測不能な事態が生じない限り、営業活動

によるキャッシュ・フローにより資金を調達し、自己資金の範囲内で安全かつ安定的な資金運用が可能であると認識し

ております。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当期の設備投資につきましては、５店舗の新規出店と13店舗の改装を行いました。これらの結果、総設備投資額は

４億70百万円（敷金及び保証金含む）となっております。 

なお、営業に重大な影響を及ぼすような固定資産の売却、除却等はありません。 

また、上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２【主要な設備の状況】 

 （注）１．「その他」は、機械装置、車両運搬具であります。なお、金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．従業員数には、パート社員は含んでおりません。 

３．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

  平成19年２月20日現在

事業所名 
（所 在 地） 

設備の内容 

帳簿価額 
売場面積 
(㎡) 

店舗数 
従業員数
(人) 建物 

（千円） 
構築物 
（千円） 

 器具備品 
（千円） 

その他 
（千円） 

合計 
（千円） 

東京都 店舗 259,729 46,116 128,965 － 434,812 12,237.73 49 136 

神奈川県 店舗 184,695 37,136 92,783 － 314,614 8,204.17 25 57 

千葉県 店舗 39,421 10,681 28,168 － 78,271 3,330.05 9 21 

埼玉県 店舗 90,172 22,282 48,777 － 161,232 5,003.96 14 32 

愛知県 店舗 8,287 2,685 6,950 － 17,923 574.68 2 3 

大阪府 店舗 86,410 17,351 51,127 － 154,890 3,048.42 9 27 

兵庫県 店舗 39,713 5,054 15,894 － 60,662 744.80 2 4 

店舗合計 店舗 708,432 141,307 372,667 － 1,222,407 33,143.82 110 280 

本社 

（東京都渋谷区） 
本社事務所 10,036 479 23,880 1,871 36,268 － － 64 

戸田物流センター 

（埼玉県戸田市） 
倉庫 － － 471 79 551 － － 4 

相模原物流センター 

（神奈川県愛甲郡） 
倉庫 514 176 1,914 437 3,043 － － － 

戸塚研修センター 

（神奈川県横浜市） 
研修施設 12,134 － 3,122 － 15,257 － － － 

本社・その他合計 － 22,686 656 29,389 2,389 55,121 － － 68 

総合計 － 731,118 141,963 402,057 2,389 1,277,528 33,143.82 110 348 

名称 
数量 
（台） 

リース期間
（年） 

年間リース料 
（千円） 

リース契約残高 
（千円） 

ＰＯＳレジスター 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
250 ５ 15,131 102,323 

パソコン 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
189 ５ 7,087 12,688 



３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等  

 （注）１．予算金額及び今後の所有額には、敷金及び保証金を含んでおります。  

        ２．今後の所要金額382,200千円は、全額自己資金で賄う予定であります。  

        ３．上記計画は、営業基盤の拡大のためです。  

        ４．上記金額には消費税等は含まれておりません。  

(2）重要な設備の除却等  

該当事項はありません。  

設備名 
（仮称） 

所在地 
予定売場面積 

（㎡） 
予算金額 
（千円） 

既支払額 
（千円） 

今後の所要額 
（千円） 

契約年月 
完成予定
年月 

ノースポートモ

ール店 

横浜市 

都筑区 
267.7 39,000 8,800 30,200 

平成19年

２月 

平成19年

４月 

136号店 － － 58,000 － 58,000 － － 

137号店  － － 58,000 － 58,000 － － 

138号店  － － 58,000 － 58,000 － － 

139号店  － － 58,000 － 58,000 － － 

改装（５店舗） － － 120,000 － 120,000 － － 

合計  － 267.7 391,000 8,800 382,200 － － 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 40,000,000 

計 40,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

(株) 
(平成19年２月20日) 

提出日現在発行数(株) 
(平成19年５月17日) 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 12,651,466 12,651,466 
東京証券取引所 

（市場第一部） 
－ 

計 12,651,466 12,651,466 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成17年５月13日定時株主総会決議 

(3）【ライツプランの内容】 

          該当事項はありません。 

 
事業年度末現在 

（平成19年２月20日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年４月30日） 

新株予約権の数（個） 1,679 1,679 

新株予約権のうち自己新株予約権の数

（個） 
－ － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 201,480 201,480 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,135 1,135 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年８月１日 

至 平成20年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 
－ － 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当を受けた

者は、権利行使時において

も、当社の取締役、監査役

もしくは従業員の地位にあ

ることを要する。ただし、

任期満了による退任、定年

退職、の場合にはこの限り

でない。 

② 新株予約権の譲渡、質入そ

の他の処分は認めない。 

③ その他、権利行使の条件は

新株予約権発行の取締役会

決議により決定するものと

する。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、取

締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項 
－ － 



(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．株式分割（１株につき1.3株）による増加 

２．株式分割（１株につき1.2株）による増加 

(5）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式232,422株は「個人その他」に2,324単元及び「単元未満株式の状況」に22株含めて記載しておりま

す。なお、自己株式232,422株は株主名簿記載上の株式数であり、平成19年２月20日現在の実質的な所有株

式数は232,110株であります。 

２．上記「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ16

単元及び94株含まれております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成15年４月10日 

（注）１ 
2,432,974 10,542,889 － 2,015,812 － 2,125,434 

平成18年２月21日 

（注）２ 
2,108,577 12,651,466 － 2,015,812 － 2,125,434 

  平成19年２月20日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 34 30 97 43 5 11,123 11,332 － 

所有株式数

（単元） 
－ 9,681 588 14,644 14,114 15 84,760 123,802 271,266 

所有株式数の

割合（％） 
－ 7.82 0.47 11.83 11.40 0.01 68.47 100.00 － 



(6）【大株主の状況】 

 （注）１．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は359千株であり

ます。 

２．株式会社ジーンズメイトが所有している株式は自己株式であり、会社法施行規則第67条の規定により議決権

の行使が制限されております。 

  平成19年２月20日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

西脇 健司 東京都新宿区 2,537 20.05 

西脇 昌司 東京都渋谷区 1,619 12.80 

有限会社ケン・アン

ド・ティー・ニシワ

キ 

東京都千代田区岩本町２－８－10－901 599 4.73 

西脇 タミ子 東京都新宿区 590 4.66 

モルガンスタンレー

アンドカンパニーイ

ンク（常任代理人 

モルガン・スタンレ

ー証券会社） 

1585 BROADWAY NEW YORK,NEW YORK 10036,U.S.A. 

（東京都渋谷区恵比寿４－20－３） 
500 3.95 

日本トラスティ・サ

ービス信託銀行株式

会社 

東京都中央区晴海１－８－11 360 2.84 

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２－３－１ 312 2.46 

ステートストリート

バンクアンドトラス

トカンパニー505019

（常任代理人 株式

会社みずほコーポレ

ート銀行） 

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O.BOX 518 IFSC DUBLIN,IRELAND 

 （東京都中央区日本橋兜町６－７） 
280 2.21 

ジーンズメイト従業

員持株会 
東京都渋谷区神宮前６－27－８ 239 1.89 

株式会社ジーンズメ

イト  
東京都渋谷区神宮前６－27－８ 232 1.83 

計 － 7,271 57.47 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,600株（議決権16個）含まれており

ます。 

②【自己株式等】 

 （注）上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が312株（議決権3個）あり

ます。 

なお、当該株式のうち300株は上記①「完全議決権株式（その他）」の中に含まれております。 

  平成19年２月20日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式           232,100 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式        12,148,100 121,481 － 

単元未満株式 普通株式           271,266 － － 

発行済株式総数 12,651,466 － － 

総株主の議決権 － 121,481 － 

  平成19年２月20日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株式
数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合計
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％) 

株式会社ジーン

ズメイト 

東京都渋谷区神

宮前6-27-8 
232,100 － 232,100 1.83 

計 － 232,100 － 232,100 1.83 



(8）【ストックオプション制度の内容】 

（平成17年５月13日定時株主総会決議） 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社の取締役、監査役及び従業員に対して特に有利な

条件をもって新株予約権を発行することを、平成17年５月13日の定時株主総会において特別決議されたもので

あります。 

決議年月日 平成17年５月13日 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役４名、監査役１名及び従業員190名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 210,000株を総株数の上限とする。 

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的た

る株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は本件新株予約権

のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数に

ついてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切

り捨てるものとする。 

 調整後株式数＝調整前株式数×分割（または併合）の比率 

新株予約権の行使時の払込金額 新株予約権発行の日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く）

における東京証券取引所における当社株式普通取引の終値の平均値に1.03

を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、その価格が新

株予約権発行の日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日）

を下回る場合は、新株予約権発行の日の終値とする。なお、新株予約権発

行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込

金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
調整後払込金額＝調整前払込金額× 

１ 

分割・併合の比率 

  また、時価を下回る価格で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合

は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数

は切り上げる。 

          既発行

株式数
＋

新規発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調 整 後

払込金額
＝

調 整 前

払込金額
×

１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行（処分）株式数 

新株予約権の行使期間 平成17年８月１日から平成20年７月31日まで 

新株予約権の行使の条件 (1) 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社の取

締役、監査役もしくは従業員の地位にあることを要する。ただし、

任期満了による退任、定年退職の場合にはこの限りではない。 

(2) 新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。 

(3) その他、権利行使の条件は新株予約権発行の取締役会決議により決

定するものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交

付に関する事項 
－ 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 

 会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される会社法第156条の規定に基づく取締役会決議による普通

株式の取得及び旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得並びに会社法

第155条第７号に該当する普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

      該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

 会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される会社法第156条の規定に基づく取締役会決議による

普通株式の取得 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

      旧商法第221条第６項及び会社法第155条第７項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による取得 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 （注）平成18年２月21日付で、普通株式１株につき1.2株の割合をもって株式分割を行っております。株式数は、分割

後の株式数を記載しております。 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会（平成19年３月26日）での決議状況 

     （取得日 平成19年３月27日） 
400,000 456,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 － － 

当事業年度における取得自己株式 － － 

残存決議株式の総数及び価額の総額 400,000 456,000,000 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％）  － － 

当期間における取得自己株式 312,000 355,680,000 

提出日現在の未行使割合（％）  22.0 22.0 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 8,273 12,129,223 

当期間における取得自己株式 820 902,076 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 

（ストックオプション権利行使による売却） 
11,040 12,530,722 － － 

保有自己株式数 232,110 － 544,930 － 



３【配当政策】 

当社は、長期的な事業拡大と業績向上に努め財務体質の強化を図るとともに、株主の皆様のご支援にお応えして参

りたいと考えております。 

 継続的な企業価値の向上が最も重要な株主還元と考え、利益配分につきましては長期的な事業発展のための内部留

保の充実に留意しつつ、利益水準およびキャッシュフロー等の財政状況を勘案し、安定的な配当をおこなうことを基

本方針としております。 

 当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金の配当の

決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

 当事業年度の配当につきましては、財政状態等を考慮しました結果、株主の皆様からの日頃のご支援にお応えすべ

く、１株につき普通配当12円50銭といたしました。これにより当事業年度の年間配当金は、すでに実施しております

中間配当金１株につき10円を含めまして、前事業年度より２円50銭増加の22円50銭といたしました。 

 内部留保資金につきましては、新規店舗の出店による販売網の拡大や既存店舗の活性化を目的とした改装等に充当

し、今後の事業発展に役立てて参る所存であります。 

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

２．※印は株式分割による権利落後の最高・最低株価であります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円） 

平成18年９月29日 取締役会決議 124 10 

平成19年５月17日 定時株主総会決議  155 12.5 

回次 第43期 第44期 第45期 第46期 第47期 

決算年月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月 

最高（円） 
1,495 

※1,123 
1,100 1,678 

2,500 

※1,639 
1,800 

最低（円） 
867 

※1,038 
840 951 

1,080 

※1,468 
977 

月別 平成18年９月 10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 

最高（円） 1,267 1,250 1,189 1,171 1,197 1,180 

最低（円） 1,065 1,048 1,000 977 1,047 1,107 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 

株式数 
（千株） 

代表取締役 

社長 
  西脇 健司 昭和20年５月24日生

昭和43年３月 当社入社 

昭和45年７月 取締役就任 

昭和62年５月 代表取締役社長就任（現任） 

  旧株式会社ジーンズメイト  

専務取締役就任 

平成元年11月 旧株式会社ジーンズメイト  

代表取締役社長就任 

平成３年１月 有限会社ニシワキ（現 有限会社 

ケン・アンド・ティー・ニシワキ）

代表取締役就任（現任） 

１年 2,537 

専務取締役   福井 三紀夫 昭和23年11月23日生

昭和46年４月 株式会社三和銀行入行 

平成13年６月 今橋地所株式会社 専務取締役 

平成15年６月 東洋不動産株式会社 代表取締役社長 

平成16年６月 株式会社T＆Tアド 代表取締役社長 

平成18年７月 当社入社 顧問 

平成19年２月 管理本部長 

平成19年５月 専務取締役就任（現任） 

１年 － 

常務取締役 開発部長 上田 成治 昭和24年１月２日生

昭和39年４月 あいぎ商事株式会社入社 

昭和50年４月 当社入社 

平成３年４月 営業管理部長 

平成３年５月 常務取締役就任（現任） 

平成４年５月 開発部長 

平成５年２月 開発本部長 

平成９年９月 営業本部長兼運営部長兼 

運営管理部長 

平成11年３月 開発本部長兼開発部長 

平成11年８月 情報システム部長 

平成13年２月 開発部長（現任） 

１年 56 

常務取締役 営業部長 大川 昌男 昭和26年６月14日生

昭和49年４月 株式会社三和銀行入行 

平成12年７月 当社入社 運営部長 

平成12年８月 営業部長（現任） 

平成13年５月 取締役就任 

平成19年５月 常務取締役就任（現任） 

１年 8 

取締役 商品部長 内野 和夫 昭和21年11月12日生

昭和44年４月 株式会社弘信入社 

昭和47年６月 有限会社杉山商店入社 

昭和63年６月 株式会社ダッシュオン入社 

平成２年10月 旧株式会社ジーンズメイト入社 

  総務部長 

平成３年２月 合併に伴い当社総務部長 

平成３年６月 経営企画室長 

平成５年２月 経営企画部長 

平成５年５月 取締役就任（現任） 

平成８年２月 商品本部長兼商品部長 

平成12年２月 商品部長（現任） 

１年 47 

 



（注）１．当社は変化の激しい経営環境に機敏に対応し、機動的な経営体制を確立するため、取締役の任期を１年として

おります。 

２．監査役 加納治夫及び田中陸は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 
株式数 

（千株） 

常勤監査役   藤村 道明 昭和24年２月15日生

昭和42年４月 矢野新商事入社 

昭和43年９月 当社入社 

昭和62年５月 取締役就任 

平成３年４月 運営部長 

平成３年５月 常務取締役就任 

平成５年２月 営業本部長 

平成８年２月 運営管理部長 

平成９年９月 開発本部長兼開発部長 

平成11年３月 営業本部長兼運営部長兼 

運営管理部長 

平成12年２月 運営部長 

平成12年８月 お客様相談室長 

平成13年２月 内部監査室長 

平成13年５月 当社監査役就任（現任） 

１年 56 

監査役   加納 治夫 昭和22年４月14日生

昭和41年４月 東京国税局入省 

平成５年８月 税理士開業登録 

平成15年５月 当社監査役就任（現任） 

１年 － 

監査役   田中 陸 昭和16年３月16日生

昭和34年３月 警視庁入庁  

昭和59年４月 在ホノルル日本国総領事館 

平成６年２月 蒲田警察署長 

平成10年２月 警察大学校教官教養部長 

平成12年３月 警視監昇任・勇退 

平成19年５月 当社監査役就任（現任） 

１年 － 

        計   2,705 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社では、経営の効率性、透明性を向上させることがコーポレート・ガバナンスに関する基本的な方針、目的とし、

そのために社内の組織・制度・決議機関を整備充実させるべく取組んでおります。 

  

②会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況 

 当社では、経営環境に機動的に対応するために、取締役会は、取締役5名と監査役3名の少人数で構成されており、迅

速な経営判断、意思決定ができる体制をとっております。取締役は経営責任と業務執行責任の職務を忠実に遂行する体

制のもと、経営諸課題に対し意思決定と執行を行い、戦略機能の強化を推し進めております。なお今後におきまして

は、現行の体制を基本としながらも、状況を見極めながら執行役員制度の導入に関しましても検討してまいります。 

 監査役会は、監査役3名で構成され、うち２名が社外監査役です。経営の透明性の確保ならびに会社全体の監視の役割

を担い、監査意見を形成します。 

 経営に関する方針を検討する機関として経営会議を開催するとともに、経営環境変化に応じたより迅速な対応を実施

するため専門部会を開催しております(管理本部会、開発部会、商品部会、営業部会、販促部会)。また、社長直属に内

部監査室を設け、経営監視を行うとともに社内統制機能を高めるべく監査役と協力連携し、業務運営の実態を日々調査

し、不正等の未然防止に努め経営に対し提言を行います。 

 会計監査人は、監査法人トーマツを選任し、監査契約を結び正しい経営状況を伝え、公正な立場から監査が実施され

る環境づくりに努めております。 

  

③会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

 当社では社外取締役は選任しておりません。また、社外監査役2名と当社とは、人的関係、資本的関係、取引関係はご

ざいません。 

  

④会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近の実施状況 

取締役会は、毎月1回定時取締役会として開催しており、職責の異なる取締役によるそれぞれの視点から経営チェックを

行ない、相互に職務執行状況及び進捗の確認を行なっており、経営会議は原則週１回、専門部会を各々週１回開催し、

必要に応じた問題解決への施策決定を行っております。 

 ディスクロージャーにつきましては、経営の透明性、迅速性の向上を実現するため、毎月、月次売上前年比速報を開

示しております。 

 企業活動におけるコンプライアンス（法令遵守）に関する取組みとしましては、個人情報保護法のもと、従業員教育

の徹底とともに情報システムを含めた社内管理体制の強化に努めております。 

 また、平成18年5月5日の取締役会においては、内部統制システムの基本方針に関する決議を実施しております。 

  

⑤役員報酬及び監査報酬の内容 

 当事業年度における当社の取締役並びに監査役に対する役員報酬及び監査法人に対する監査報酬は以下のとおりで

す。 

（役員報酬） 

 取締役に対する年間報酬総額  １億20百万円 

 監査役に対する年間報酬総額    14百万円 

 

（監査報酬） 

 公認会計士法第２条第１項に規定する業務（監査証明業務）に基づく報酬  13百万円 

 それ以外の業務に基づく報酬                         － 



第５【経理の状況】 

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第46期（自平成17年２月21日 至平成18年２月20日）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第47期（自平

成18年２月21日 至平成19年２月20日）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

 ただし、第46期（自平成17年２月21日 至平成18年２月20日）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きによ

り、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第46期（自平成17年２月21日 至平成18年２月20日）及び第47

期（自平成18年２月21日 至平成19年２月20日）の財務諸表について、監査法人トーマツの監査を受けております。

３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成18年２月20日） 
当事業年度 

（平成19年２月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     8,905,471     3,296,290  

２．売掛金     140,289     145,937  

３．有価証券      779,383     4,887,967  

４．商品     2,236,063     2,476,577  

５．前払費用     75,895     71,351  

６．繰延税金資産     180,230     171,477  

７．未収消費税等     －     12,329  

８．その他     10,500     62,420  

流動資産合計     12,327,834 69.2   11,124,351 62.2 

Ⅱ 固定資産              

(1）有形固定資産              

１．建物   2,198,078     2,304,602    

減価償却累計額 ※１ 1,455,094 742,983   1,573,484 731,118  

２．構築物   268,940     283,124    

減価償却累計額 ※１ 120,188 148,751   141,160 141,963  

３．機械装置   5,019     5,019    

減価償却累計額 4,584 435   4,706 313  

４．車両運搬具   11,246     11,395    

減価償却累計額 9,609 1,637   9,319 2,075  

５．器具備品   1,764,756     1,795,734    

減価償却累計額 ※１ 1,291,905 472,851   1,393,676 402,057  

６．建設仮勘定     1,074     4,368  

有形固定資産合計     1,367,733 7.7   1,281,897 7.2 

(2）無形固定資産              

１．ソフトウェア     7,456     5,736  

２．電話加入権     29,746     29,746  

無形固定資産合計     37,203 0.2   35,482 0.2 

 



   
前事業年度 

（平成18年２月20日） 
当事業年度 

（平成19年２月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

(3）投資その他の資産              

１．投資有価証券     357,477     1,334,202  

２．長期前払費用     95,671     483,878  

３．繰延税金資産     163,764     232,175  

４．敷金及び保証金     3,475,717     3,364,461  

５．その他     30     25,662  

６．貸倒引当金 ※２   △12,000     －  

投資その他の資産合計     4,080,660 22.9   5,440,380 30.4 

固定資産合計     5,485,596 30.8   6,757,760 37.8 

資産合計     17,813,431 100.0   17,882,112 100.0 

               

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．支払信託     937,510     961,185  

２．買掛金     639,183     525,841  

３．未払金     641,956     567,506  

４．未払消費税等     64,213     －  

５．未払費用     25,487     24,701  

６．未払法人税等     525,000     232,000  

７．預り金     40,761     30,630  

８．賞与引当金     70,309     78,954  

９．ポイントサービス引当
金 

    236,187     243,266  

流動負債合計     3,180,610 17.9   2,664,085 14.9 

Ⅱ 固定負債              

１．役員退職慰労引当金     427,882     520,845  

固定負債合計     427,882 2.4   520,845 2.9 

負債合計     3,608,492 20.3   3,184,931 17.8 

 



   
前事業年度 

（平成18年２月20日） 
当事業年度 

（平成19年２月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※３   2,015,812 11.3   － － 

Ⅱ 資本剰余金              

(1）資本準備金   2,125,434     －    

資本剰余金合計     2,125,434 11.9   － － 

Ⅲ 利益剰余金              

(1）利益準備金   134,089     －    

(2）任意積立金              

  １．別途積立金   8,520,000     －    

(3）当期未処分利益   1,616,394     －    

利益剰余金合計     10,270,483 57.7   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    60,324 0.3   － － 

Ⅴ 自己株式 ※４   △267,114 △1.5   － － 

資本合計     14,204,939 79.7   － － 

負債・資本合計     17,813,431 100.0   － － 

               

（純資産の部）   

Ⅰ 株主資本   

１．資本金 － － 2,015,812 11.3

２．資本剰余金   

(1）資本準備金 － 2,125,434   

資本剰余金合計 － － 2,125,434 11.9

３．利益剰余金   

(1）利益準備金 － 134,089   

(2）その他利益剰余金   

別途積立金 － 9,220,000   

繰越利益剰余金 － 1,419,462   

利益剰余金合計 － － 10,773,551 60.2

４．自己株式 － － △266,639 △1.5

株主資本合計 － － 14,648,158 81.9

Ⅱ 評価・換算差額等   

（1）その他有価証券評価 
     差額金 

－ － 49,022 0.3

評価・換算差額等合計 － － 49,022 0.3

純資産合計 － － 14,697,181 82.2

負債純資産合計 － － 17,882,112 100.0

               



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

当事業年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     23,855,784 100.0   23,089,435 100.0 

Ⅱ 売上原価              

１．商品期首棚卸高   2,529,524     2,236,063    

２．当期商品仕入高   12,773,971     12,882,288    

合計   15,303,495     15,118,352    

３．商品期末棚卸高   2,236,063 13,067,432 54.8 2,476,577 12,641,775 54.8 

売上総利益     10,788,352 45.2   10,447,660 45.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   8,925,692 37.4   8,984,327 38.9 

営業利益     1,862,660 7.8   1,463,332 6.3 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息   1,087     3,428    

２．有価証券利息   3,176     27,210    

３．事業組合投資利益    32,521     3,783    

４．その他   7,702 44,489 0.2 15,741 50,164 0.3 

Ⅴ 営業外費用              

１．現金不足額   454     320    

２．自己株式買付手数料   441     －    

３．その他   178 1,074 0.0 139 459 0.0 

経常利益     1,906,075 8.0   1,513,037 6.6 

Ⅵ 特別利益              

１．貸倒引当金戻入益   － － － 1,023 1,023 0.0 

               
 



   
前事業年度 

（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

当事業年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅶ 特別損失              

１．減損損失 ※２ －     93,772    

２．固定資産除却損 ※３ 45,781     38,346    

３．退店に伴う損失金 ※４ 6,971     21,848    

４．役員退職慰労金    2,722     －    

５．リース中途解約損   －     1,393    

６．過年度役員退職慰労引
当金繰入額 

  74,892 130,366 0.6 62,435 217,796 1.0 

税引前当期純利益     1,775,708 7.4   1,296,264 5.6 

法人税、住民税及び事
業税 

  819,807     607,346    

法人税等調整額   △56,813 762,993 3.2 △51,901 555,445 2.4 

当期純利益     1,012,714 4.2   740,819 3.2 

前期繰越利益     709,583     －  

自己株式処分差損     2,571     －  

中間配当額     103,332     －  

当期未処分利益     1,616,394     －  

               



③【株主資本等変動計算書】 

当事業年度（自 平成18年２月21日 至 平成19年２月20日） 

(注)平成18年５月の定時株主総会における利益処分及び中間配当であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 資本 

準備金 
資本剰余金

合計 
利益 

準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年２月20日 

残高（千円） 
2,015,812 2,125,434 2,125,434 134,089 8,520,000 1,616,394 10,270,483 △267,114 14,144,615

事業年度中の変動額                  

剰余金の配当(注)           △227,677 △227,677   △227,677

別途積立金の積立

(注) 
        700,000 △700,000 －   －

当期純利益           740,819 740,819   740,819 

自己株式の取得               △12,129 △12,129

自己株式の処分           △74 △74 12,604 12,530

役員賞与(注)           △10,000 △10,000   △10,000

株主資本以外の項

目の事業年度中の

変動額（純額） 

                 

事業年度中の変動額 

合計（千円） 
－ － － － 700,000 △196,932 503,067 475 503,543

平成19年２月20日 

残高（千円） 
2,015,812 2,125,434 2,125,434 134,089 9,220,000 1,419,462 10,773,551 △266,639 14,648,158

 

評価・換算差額等 

純資産 
合計 

その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年２月20日 

残高（千円） 
60,324 60,324 14,204,939

事業年度中の変動額      

剰余金の配当(注)     △227,677

別途積立金の積立

(注) 
    －

当期純利益     740,819 

自己株式の取得     △12,129

自己株式の処分     12,530

役員賞与(注)     △10,000

株主資本以外の項 

目の事業年度中の変

動額（純額） 

△11,301 △11,301 △11,301

事業年度中の変動額 

合計（千円） 
△11,301 △11,301 492,241

平成19年２月20日 

残高（千円） 
49,022 49,022 14,697,181



④【キャッシュ・フロー計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

当事業年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー      

税引前当期純利益   1,775,708 1,296,264 

減価償却費   359,703 361,714 

減損損失   － 93,772 

賞与引当金の増減額   △2,202 8,644 

ポイントサービス引当金の増加額   9,784 7,079 

役員退職慰労引当金の増加額   93,922 92,963 

貸倒引当金の減少額   － △12,000 

受取利息及び受取配当金   △4,264 △30,638 

事業組合投資利益   △32,521 △3,783 

固定資産除却損   45,781 38,346 

売上債権の増減額   14,772 △5,648 

棚卸資産の増減額   293,460 △240,513 

仕入債務の減少額   △361,923 △89,666 

未払消費税等の減少額   △12,570 △64,213 

未収消費税等の増加額   － △12,329 

役員賞与の支払額   △7,000 △10,000 

長期前払費用の取崩額   － 99,869 

その他   162,828 39,850 

小計   2,335,479 1,569,710 

利息及び配当金の受取額   4,264 23,401 

法人税等の支払額   △622,807 △947,066 

営業活動によるキャッシュ・フロー   1,716,936 646,044 

 



   
前事業年度 

（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

当事業年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー      

定期預金の預入れによる支出   － △500,000 

定期預金の払戻しによる収入   － 500,000 

有価証券の取得による支出   △2,887,871 △12,773,785 

有価証券の売却による収入   2,506,797 8,668,349 

有形固定資産の取得による支出   △427,141 △436,073 

無形固定資産の取得による支出   △8,604 － 

投資有価証券の取得による支出   △100,000 △1,000,000 

投資有価証券の売却による収入   51,000 － 

差入保証金の支出   △137,500 △74,991 

差入保証金の返還による収入   137,292 76,391 

長期前払費用の支払による支出   － △496,574 

その他   △46,727 8,000 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △912,753 △6,028,683 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー      

自己株式の取得による支出   △275,805 △12,129 

自己株式の売却による収入   61,771 12,604 

配当金の支払額   △207,743 △227,017 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △421,777 △226,542 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   382,404 △5,609,180 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   8,518,067 8,900,471 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高   8,900,471 3,291,290 

       



⑤【利益処分計算書】 

   
前事業年度 

株主総会承認日 
（平成18年５月18日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益     1,616,394 

Ⅱ 利益処分額      

１．配当金   103,471  

２．役員賞与金   10,000  

（うち監査役賞与金）   (1,130)  

３．任意積立金      

別途積立金   700,000 813,471 

Ⅲ 次期繰越利益     802,922 

       



重要な会計方針 

項  目 
前事業年度 

（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

当事業年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 
  時価のないもの 

移動平均法に基づく原価法 

時価のないもの 

移動平均法に基づく原価法 

なお、取得価額と債券金額との差額

が金利の調整と認められるものにつ

いては、償却原価法 

２．棚卸資産の評価基準及び

評価方法 

商品 

移動平均法による原価法 

商品 

同    左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産 

定率法 

なお、主な耐用年数は以下の通りであ

ります。 

建物    3～15年 

器具備品  5～ 8年 

(1)有形固定資産 

同    左 

  (2)無形固定資産 

自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間(5年)に基

づく定額法 

(2)無形固定資産 

同    左 

  (3)長期前払費用 

均等償却 

(3)長期前払費用 

同    左 

４．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

(1)貸倒引当金 

―――――― 

  (2)賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備える

ため、支給見込額のうち当期に負担

すべき額を計上しております。 

(2)賞与引当金 

同    左 

  (3)ポイントサービス引当金 

販売促進を目的とするポイントカード

制度に基づき、顧客に付与したポイン

トの利用による費用負担に備えるた

め、利用実績率に基づき将来利用され

ると見込まれるポイントに対する所要

額を計上しております。 

(3)ポイントサービス引当金 

同    左 

 



項  目 
前事業年度 

（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

当事業年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

  (4)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

なお、役員退職慰労金を引当計上する

方法に変更した事業年度（平成15年２

月期）前の事業年度に対応する要引当

額については、平成15年２月期より５

年間で均等額を繰入計上することと

し、特別損失に計上しております。  

(4)役員退職慰労引当金 

同    左 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同    左 

６．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金

（現金及び現金同等物）は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から3ヶ

月以内に償還期限の到来する短期投資か

らなっております。 

同    左 

７．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

(1)消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

(1)消費税等の会計処理 

同    左 

  



財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前事業年度
(自 平成17年２月21日 
 至 平成18年２月20日) 

当事業年度 
(自 平成18年２月21日 
 至 平成19年２月20日) 

１．                ────── １． 固定資産の減損に係る会計基準 

   当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及

び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。これにより営業利益及び

経常利益はそれぞれ6,334千円増加し、税引前当期純

利益は87,437千円減少しております。なお、減損損

失累計額については、改正後の財務諸表等規則に基

づき減価償却累計額に含めて表示しております。 

２．                ────── ２．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

   当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

14,697,181千円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度

末における貸借対照表の純資産の部については、改

正後の財務諸表等規則により作成しております。 

前事業年度
(自 平成17年２月21日 
 至 平成18年２月20日) 

当事業年度 
(自 平成18年２月21日 
 至 平成19年２月20日) 

────── （キャッシュ・フロー計算書関係） 

 １．前事業年度まで、営業活動によるキャッシュ・フ

ロー「その他」に含めて表示しておりました「長

期前払費用の取崩額」は、金額的重要性が増した

ため、当事業年度より区分掲記しております。 

 なお、前事業年度における営業活動によるキャ

ッシュ・フロー「その他」に含まれている「長期

前払費用の取崩額」は、45,626千円であります。 

 ２．前事業年度まで、投資活動によるキャッシュ・フ

ロー「その他」に含めて表示しておりました「長

期前払費用の支払による支出」は、金額的重要性

が増したため、当事業年度より区分掲記しており

ます。 

 なお、前事業年度における投資活動によるキャ

ッシュ・フロー「その他」に含まれている「長期

前払費用の支払による支出」は、46,767千円であ

ります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成18年２月20日） 

当事業年度 
（平成19年２月20日） 

※１．             ―――――― ※１．減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれてお

ります。 

※２．店舗の保証金に対して計上したものであります。 ※２．             ―――――― 

※３．会社が発行する株式の総数    

普通株式 40,000,000株  

発行済株式の総数    

普通株式 10,542,889株 

※４．会社が保有する自己株式の数 

普通株式 195,731株 

  ５．商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額 

  60,324千円 

  ６．偶発債務 

 当事業年度末で閉店いたしました南船橋店の貸主

より、賃貸借契約の中途解約に伴う違約金として

145,633千円を請求する旨の通知書を平成18年３月14

日付で受け取っております。当社といたしまして

は、貸主側の約束違反による契約の解除であり、根

拠のない請求であると考えておりますが、現時点で

は、損益に与える影響額を見積もることは困難であ

り、当財務諸表には反映しておりません。 

※３．             ――――――    

     

    

     

※４．             ―――――― 

     

  ５．             ―――――― 

     

  ６．偶発債務 

 前事業年度末で閉店いたしました南船橋店の貸主

であるリテールスクウェアマネージメント有限会社

より、賃貸借契約の中途解約に伴う違約金として平

成18年５月26日付で125,926千円の損害賠償請求訴訟

が提起されました。当社といたしましては、貸主側

の約束違反による契約の解除であり、根拠のない請

求であるものと判断し、請求の棄却を求める答弁書

を平成18年７月10日付で提出いたしました。その後

の公判においても双方の見解に開きがあり、現在係

争中であります。なお、現時点では、損益に与える

影響額を見積もることは困難であり、当財務諸表に

は反映しておりません。  



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

当事業年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

※１．販売費及び一般管理費 

販売費に属する費用のおおよその割合は84.0％で

あり、一般管理費に属する費用のおおよその割合

は16.0％であります。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費 

販売費に属する費用のおおよその割合は84.0％で

あり、一般管理費に属する費用のおおよその割合

は16.0％であります。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

役員報酬 128,428千円 

給与手当 3,064,769 

賞与引当金繰入額 70,309 

役員退職慰労引当金繰

入額 
30,525

 

退職給付費用 51,515 

福利厚生費 303,663 

広告宣伝費 633,638 

運賃梱包費 244,787 

物流業務委託手数料 326,896 

賃借料 2,529,331 

減価償却費 359,703 

消耗品費 129,474 

配送料等負担受入額 △306,072 

役員報酬 125,040千円 

給与手当 3,085,642 

賞与引当金繰入額 78,954 

役員退職慰労引当金繰

入額 
30,528

 

退職給付費用 52,073 

福利厚生費 335,582 

広告宣伝費 621,410 

運賃梱包費 242,436 

物流業務委託手数料 327,177 

賃借料 2,582,813 

減価償却費 361,714 

消耗品費 115,434 

配送料等負担受入額 △313,968 

   

※２．             ―――――― 

  

※２．減損損失 

当事業年度において、当社は以下の資産について

減損損失を計上しております。 

 

 資産のグルーピングは、継続的に損益の把握を行って

いる店舗単位としております。このうち、営業損益が継

続して損失である店舗について、それぞれの帳簿価額を

回収可能額まで減額し、当該減少額を減損損失（93,772

千円）として計上いたしました。資産グループの回収可

能額は使用価値により算定しており、上記全ての店舗に

ついて将来キャッシュ・フローに基づく使用価値がマイ

ナスであるため回収可能価額は零として評価しておりま

す。なお、上記のうち２店舗につきましては、当事業年

度中に退店致しました。 

都道府県 用途 種類 
減損損失
（千円） 

東京都
店舗

４店舗 

建物 

器具備品 

その他 

26,815 

13,574 

2,455 

計 42,844 

神奈川県
店舗

１店舗 

建物 

器具備品 

その他 

6,922 

5,141 

703 

計 12,767 

埼玉県
店舗

１店舗 

建物 

器具備品 

その他 

2,720 

3,568 

638 

計 6,926 

千葉県
店舗

２店舗 

建物 

器具備品 

その他 

21,394 

7,766 

2,072 

計 31,233 

合計 93,772

 



前事業年度 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

当事業年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

※３．固定資産除却損の内訳は次のとおりであり、主と

して店舗改装に伴うものであります。 

※３．固定資産除却損の内訳は次のとおりであり、主と

して店舗改装に伴うものであります。 

   

建物 21,319千円 

構築物 5,409 

器具備品  18,931 

車両運搬具 121 

計 45,781 

建物 24,704千円 

構築物 2,722 

器具備品  10,843 

車両運搬具 75 

計 38,346 

   

※４．退店に伴う損失金の内訳は次のとおりでありま

す。 

撤去工事費 5,835千円 

賃貸借契約違約金 1,136 

計 6,971 

※４．退店に伴う損失金の内訳は次のとおりでありま

す。 

撤去工事費 15,398千円 

賃貸借契約違約金 6,450 

計 21,848 



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（平成18年２月21日 至 平成19年２月20日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（変動事由の概要） 

１．発行済株式の増加は、平成18年２月21日付で実施した株式分割によるものであります。 

２．自己株式の増加は、平成18年２月21日付で実施した株式分割及び単元未満株式の買取請求によるものでありま

す。 

３．自己株式の減少は、新株予約権の権利行使に伴う売却によるものであります。 

２．配当に関する事項 

 （１）配当金支払額 

 （２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 
前事業年度末 
株式数(株) 

当事業年度
増加株式数(株) 

当事業年度
減少株式数(株) 

当事業年度末
株式数(株) 

発行済株式         

 普通株式 10,542,889 2,108,577 － 12,651,466 

合計 10,542,889 2,108,577 － 12,651,466 

自己株式         

 普通株式 195,731 47,419 11,040 232,110 

合計 195,731 47,419 11,040 232,110 

 決議 株式の種類  
配当金の総額

(千円) 
１株当たり
配当金(円) 

基準日 効力発生日

平成18年５月18日 

定時株主総会 
普通株式  103,471 10.00 平成18年２月20日 平成18年５月18日 

平成18年９月29日 

取締役会 
普通株式  124,205 10.00 平成18年８月20日 平成18年11月６日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
配当金の
原資 

1株当たり
配当金(円) 

基準日 効力発生日

平成19年５月17日 

定時株主総会 
普通株式  155,241 利益剰余金 12.50 

平成19年 

２月20日 

平成19年 

５月18日 



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

当事業年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 8,905,471千円 

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金 
△5,000

 

現金及び現金同等物 8,900,471 

現金及び預金勘定 3,296,290千円 

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金 
△5,000

 

現金及び現金同等物 3,291,290 

前事業年度 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

当事業年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

器具備品 86,725 44,557 42,167 

ソフトウェア 136,792 80,271 56,520 

合計 223,517 124,829 98,687 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

器具備品 247,601 80,774 166,826 

ソフトウェア 410,739 105,565 305,173 

合計 658,340 186,340 472,000 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 43,434千円 

１年超 55,875 

合計 99,309 

１年内 123,690千円 

１年超 348,511 

合計 472,202 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 77,425千円 

減価償却費相当額 75,814 

支払利息相当額 642 

支払リース料 110,778千円 

減価償却費相当額 110,125 

支払利息相当額 233 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同   左 



（有価証券関係） 

有価証券 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）当該有価証券の減損にあたっては、時価が取得原価に比し50％以上下落した場合は、時価の回復可能性がないも

のとして一律に減損処理を実施し、下落率が30％以上50％未満の場合には、時価の回復可能性を判定するための

基準を設け、当該基準に基づき回復可能性の判定を行い、減損処理の要否を決定しております。 

３．当事業年度中に売却したその他有価証券 

前事業年度（自 平成17年２月21日 至 平成18年２月20日）及び当事業年度（自 平成18年２月21日 

至 平成19年２月20日）ともに、売却損益に重要性がないため、記載を省略しております。 

４．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 

前事業年度（平成18年２月20日） 当事業年度（平成19年２月20日） 

貸借対照表計上額
（千円） 

時価（千円） 差額（千円） 
貸借対照表計上額

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1)国債・地方債等 － － － － － － 

(2)社債 － － － － － － 

(3)その他 － － － 1,000,000 982,500 △17,500 

 合計 － － － 1,000,000 982,500 △17,500 

   

前事業年度（平成18年２月20日） 当事業年度（平成19年２月20日） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 
取得原価 
（千円） 

貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

貸借対照表計

上額が取得原

価を超えるも

の 

(1)株式 － － － － － － 

(2)債券 － － － － － － 

(3)その他 141,397 237,022 95,624 141,397 223,568 82,170 

小計 141,397 237,022 95,624 141,397 223,568 82,170 

貸借対照表計

上額が取得原

価を超えない

もの 

(1)株式 － － － － － － 

(2)債券 － － － 2,499,007 2,499,007 － 

(3)その他 － － － － － － 

小計 － － － 2,499,007 2,499,007 － 

合計 141,397 237,022 95,624 2,640,404 2,722,575 82,170 

種類 
前事業年度（平成18年２月20日） 当事業年度（平成19年２月20日） 

貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券     

(1)コマーシャルペーパー 499,887 2,182,011 

(2)信託受益証券 279,495 206,949 

(3)投資事業有限責任組合出資金 120,454 110,634 



５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

（デリバティブ取引関係） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、平成15年10月１日より確定拠出型年金制度を採用しております。 

２．退職給付費用に関する事項 

  
１年以内 
（千円） 

 １年超５年以内 
（千円） 

５年超10年以内
（千円） 

10年超 
（千円） 

債券         

 (1)国債・地方債等 2,499,007 － － － 

 (2)社債 2,182,011 － － － 

 (3)その他 － － － 1,000,000 

その他 206,949 － － － 

合計 4,887,967 － － 1,000,000 

 
前事業年度 

（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

当事業年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

（１）確定拠出年金への掛金拠出額(千円)   51,515     52,073  

（２）退職給付費用（千円）   51,515     52,073  



（ストック・オプション等関係） 

当事業年度（自 平成18年２月21日 至 平成19年２月20日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

 （注）平成18年２月20日を基準日とした株式分割（分割比率1：1.2、効力発生日：平成18年２月21日）に係る調

整を加味しております。 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

 （注）平成18年２月20日を基準日とした株式分割（分割比率1：1.2、効力発生日：平成18年２月21日）に係る調

整を加味しております。 

 
平成17年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 
当社取締役４名、監査役１名、 

従業員190名 

ストック・オプション数（注） 普通株式   248,400株 

付与日 平成17年８月１日 

権利確定条件 － 

対象勤務期間 － 

権利行使期間 平成17年８月１日から平成20年７月31日まで 

 
平成17年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）   

前事業年度末 － 

付与 － 

失効 － 

権利確定 － 

未確定残 － 

権利確定後      （株）   

前事業年度末 228,360 

権利確定 － 

権利行使 11,040 

失効 15,840 

未行使残 201,480 



② 単価情報 

 （注）平成18年２月20日を基準日とした株式分割（分割比率1：1.2、効力発生日：平成18年２月21日）に係る調

整を加味しております。 

（税効果会計関係） 

（持分法損益等） 

 該当事項はありません。 

 
平成17年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 1,135 

行使時平均株価     （円） 1,554 

公正な評価単価（付与日）（円） － 

前事業年度 
（平成18年２月20日） 

当事業年度 
（平成19年２月20日） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産（流動）    

未払事業税否認 43,829千円 

ポイントサービス引当金否認 96,128 

賞与引当金否認 28,616 

その他 11,656 

繰延税金資産（流動）合計 180,230 

繰延税金資産（固定）    

役員退職慰労引当金否認 174,148千円 

減価償却損金算入限度超過額 24,339 

その他 6,679 

繰延税金資産（固定）合計 205,167 

繰延税金負債（固定）    

その他有価証券評価差額金 △41,402 

繰延税金資産（固定）の純額 163,764 

繰延税金資産合計 343,995 

繰延税金資産（流動）    

未払事業税否認 21,660千円 

ポイントサービス引当金否認 99,009 

賞与引当金否認 32,134 

その他 18,673 

繰延税金資産（流動）合計 171,477 

繰延税金資産（固定）    

役員退職慰労引当金否認 211,984千円 

減価償却損金算入限度超過額 19,139 

減損損失 28,773 

その他 5,925 

繰延税金資産（固定）合計 265,822 

繰延税金負債（固定）    

その他有価証券評価差額金 △33,646 

繰延税金資産（固定）の純額 232,175 

繰延税金資産合計 403,653 

２．                ―――――― ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

  法定実効税率 40.7％ 

(調整)   

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 

0.0 

住民税均等割等 2.8 

その他 △0.7 

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
42.8 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自 平成17年２月21日 至 平成18年２月20日） 

役員及び個人主要株主等 

 （注）１．当社は、２店舗の賃借契約に基づく一切の債務に対して代表取締役社長西脇健司より債務保証を受けており

ます。 

２．債務保証について保証料等の支払は行っておりません。 

３．取引金額は、当社の２店舗の支払賃借料（年額）であります。 

４．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

付保額を指定のうえ、一般的な保険料率に基づき決定しております。 

５．取引金額は、同社への預け金（保険料）であります。 

６．取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

当事業年度（自 平成18年２月21日 至 平成19年２月20日） 

役員及び個人主要株主等 

 （注）１．当社は、２店舗の賃借契約に基づく一切の債務に対して代表取締役社長西脇健司より債務保証を受けており

ます。 

２．債務保証について保証料等の支払は行っておりません。 

３．取引金額は、当社の２店舗の支払賃借料（年額）であります。 

４．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

当社非常勤監査役の月額報酬を参考に決定しております。 

５．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

付保額を指定のうえ、一般的な保険料率に基づき決定しております。 

６．取引金額は、同社への預け金（保険料）であります。 

７．取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

属性 
氏名又は会社
等の名称 

住所 

資本金
又は出
資金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の所
有（被所有）
割合 

関係内容 

取引の内容 
取引 
金額 
(千円) 

科目 
期末
残高 役員の

兼任等
事業上
の関係

個人主要株主 西脇健司 － － 
当社代表 

取締役社長

被所有 

直接20.75％ 
－ － 役員の欄に記載しております。 

役員 西脇健司 － － 
当社代表 

取締役社長

被所有 

直接20.75％ 
－ － (注)1.2.3 35,496 － － 

役員及びその近親

者が議決権の過半

数を所有している

会社等（当該会社

等の子会社を含

む） 

㈲ケン・アン

ド・ティー・

ニシワキ 

東京都 

千代田区 
10,000 

保険 

代理店業 

被所有 

直接4.90％ 
１人 なし 

営業取引 

損害保険 

(注)4.5 

12,075 － － 

属性 
氏名又は会社
等の名称 

住所 

資本金
又は出
資金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の所
有（被所有）
割合 

関係内容 

取引の内容 
取引 
金額 
(千円) 

科目 
期末
残高 役員の

兼任等
事業上
の関係

個人主要株主 西脇健司 － － 
当社代表 

取締役社長

被所有 

直接20.88％ 
－ － 役員の欄に記載しております。 

役員 西脇健司 － － 
当社代表 

取締役社長

被所有 

直接20.88％ 
－ － (注)1.2.3 35,496 － － 

役員の近親者 西脇タミ子 － － 
当社 

相談役 

被所有 

直接4.86％ 
－ － (注)4 2,400 － － 

役員及びその近親

者が議決権の過半

数を所有している

会社等（当該会社

等の子会社を含

む） 

㈲ケン・アン

ド・ティー・

ニシワキ 

東京都 

千代田区 
10,000 

保険 

代理店業 

被所有 

直接4.93％ 
１人 なし 

営業取引 

損害保険 

(注)5.6 

11,893 － － 



（１株当たり情報） 

 （注）１．当社は平成18年2月21日付で株式１株につき1.2株の株式分割を行っております。当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前事業年度における１株当たり情報については、以下のとおりであります。 

  １株当たり純資産額      1,143円22銭 

  １株当たり当期純利益金額     80円55銭 

  潜在株式調整後 

  １株当たり当期純利益金額         80円35銭 

 （注）２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下の 

とおりであります。 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

当事業年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

１株当たり純資産額 1,371円87銭      1,183円41銭 

１株当たり当期純利益 96円66銭 59円65銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 96円42銭 59円52銭 

 
前事業年度 

(自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日) 

当事業年度 
(自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日) 

１株当たり当期純利益金額    

当期純利益（千円） 1,012,714 740,819 

普通株主に帰属しない金額（千円） 10,000 － 

（うち利益処分による役員賞与） (10,000) (－) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 1,002,714 740,819 

期中平均株式数（株） 10,373,918 12,420,116 

     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 25,519 25,891 

（うち新株予約権） (25,519) (25,891) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

－ － 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日） 

当事業年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

 当社は、平成18年１月23日開催の取締役会において株

式分割による新株式の発行を行う旨の決議をしておりま

す。 

 当該株式分割の内容は以下のとおりであります。 

１．平成18年２月21日付をもって平成18年２月20日最

終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主

の所有普通株式１株につき1.2株の割合をもって分

割する。 

２．分割により増加する株式数  2,108,577株 

３．配当起算日  平成18年２月21日 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前

事業年度における１株当たり情報及び当該株式分割が当

期首に行われたと仮定した場合の当事業年度における１

株当たり情報は、それぞれ以下のとおりであります。 

  

  前事業年度 当事業年度 

１株当たり 

純資産額 
1,081円35銭 1,143円22銭 

１株当たり 

当期純利益  
62円24銭 80円55銭 

潜在株式調整後 

１株当たり 

当期純利益 

61円97銭 80円35銭 

１．役員退職慰労金制度の廃止 

  当社は、平成19年３月５日開催の取締役会におい

て、平成19年５月17日開催の第47期定時株主総会の

日をもって役員退職慰労金制度を廃止することを決

議いたしました。なお、従来の役員退職慰労金内規

に基づく役員退職慰労金制度廃止日（同定時株主総

会の日）までの在任期間に応じた役員退職慰労金に

ついては各取締役及び監査役の退任時に打ち切り支

給することが、同定時株主総会において承認されま

した。 

  

２．自己株式の取得 

   当社は、平成19年３月26日開催の取締役会におい

て、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適

用される同法第156条の規定に基づき、自己株式を取

得することを決議し、以下のとおり実施いたしまし

た。 

  (1)自己株式の取得に関する取締役会の決議内容 

    ①取得の目的 

経営環境の変化に対応し、機動的な資本政策の

遂行を可能とするため 

    ②取得の方法 

東京証券取引所のToSTNeT-2（終値取引）によ

る取得 

    ③取得する株式の種類及び総数 

普通株式 400,000株（上限） 

    ④取得価額の総額 

456,000千円（上限） 

  (2)取得日 

    平成19年３月27日 

  (3)取得した株式の種類及び数 

    普通株式 312,000株 

  (4)取得価額 

    355,680千円 



⑥【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【債券】 

【その他】 

種類及び銘柄 
券面総額 
（千円） 

貸借対照表計上額 
（千円） 

有価証券  
その他有価

証券  

（国債）     

第418回政府短期証券  500,000 499,968 

第419回政府短期証券  500,000 499,926 

第421回政府短期証券  500,000 499,827 

第425回政府短期証券  500,000 499,658 

第429回政府短期証券  500,000 499,626 

（コマーシャルペーパー）     

ラビットファンディングコーポレーション 1,000,000 999,667 

メリーファンディングコーポレーション 683,000 682,802 

フォレスト2C9B CP  500,000 499,541 

小計 4,683,000 4,681,018 

投資有価 

証券 

満期保有目

的の債券 

（外国債券）    

ノムラヨーロッパファイナンスエヌブイ

№9161 
1,000,000 1,000,000 

小計 1,000,000 1,000,000 

合計 5,683,000 5,681,018 

種類及び銘柄 
投資口数等 
（口） 

貸借対照表計上額 
（千円） 

有価証券  
その他有価

証券  

（信託受益証券）     

三菱UFJ信託銀行㈱信託受益権 11 206,949 

小計 11 206,949 

投資有価 

証券 

その他有価

証券 

（証券投資信託受益証券）    

スパークス・オーバーシーズ・リミテッド     

ソル・ファンド 50 96,065 

スパークス・ストラテジック・ 

インベストメント・ファンド・リミテッド 
    

スパークス・ストラテジック・ 

インベストメント・ファンド 
9,000 127,503 

（投資事業有限責任組合）     

ジャフコV2-C号投資事業有限責任組合 1 97,845 

その他（１銘柄） 1 12,788 

小計 9,052 334,202 

合計 9,063 541,152 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．「当期減少額」欄及び「当期償却額」欄の（ )内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

２．「当期末減価償却累計額又は償却累計額」欄には、減損損失累計額が含まれております。 

３．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

              建物            新規出店に伴うもの （６店舗）           88,022千円 

                              店舗改装に伴うもの （13店舗）          156,817千円 

              器具備品        新規出店に伴うもの （６店舗）           51,428千円 

                              店舗改装に伴うもの （13店舗）           50,196千円 

４．建物及び器具備品の減少は、主として店舗改装（13店舗）及び退店（３店舗）に伴う除却によるものであり

ます。  

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

該当事項はありません。 

【引当金明細表】 

（注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、会社更生手続の終結による戻入であります。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産              

建物 2,198,078 261,169 154,645 2,304,602 1,573,484 
247,870 

(57,851) 
731,118 

構築物 268,940 19,664 5,480 283,124 141,160 
23,407 

(5,812) 
141,963 

機械装置 5,019 － － 5,019 4,706 121 313 

車両運搬具 11,246 1,264 1,116 11,395 9,319 750 2,075 

器具備品 1,764,756 113,168 82,191 1,795,734 1,393,676 
173,118 

(30,050) 
402,057 

建設仮勘定 1,074 12,348 9,054 4,368 － － 4,368 

有形固定資産計 4,249,115 407,616 252,486 4,404,244 3,122,347 
445,268 

(93,714) 
1,281,897 

無形固定資産              

ソフトウェア 10,099 － － 10,099 4,363 1,720 5,736 

電話加入権 29,746 － － 29,746 － － 29,746 

無形固定資産計 39,845 － － 39,845 4,363 1,720 35,482 

長期前払費用 168,634 496,574 
15,067 

(57)
650,141 166,262 8,497 483,878 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 12,000 － 10,976 1,023 － 

賞与引当金 70,309 78,954 70,309 － 78,954 

ポイントサービス引当金 236,187 7,079 － － 243,266 

役員退職慰労引当金 427,882 92,963 － － 520,845 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

１）現金及び預金 

２）売掛金 

(イ)相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注）当期発生高には、消費税等を含んでおります。 

３）商品 

区分 金額（千円） 

現金 76,714 

預金  

普通預金 2,708,743 

定期預金 505,000 

別段預金 5,832 

小計 3,219,576 

合計 3,296,290 

相手先 金額（千円） 

㈱ジェーシービー  25,442 

㈱クレディセゾン 24,476 

三井住友カード㈱ 19,302 

ユーシーカード㈱ 13,093 

㈱川崎ステーションビル 11,032 

その他 52,589 

合計 145,937 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

140,289 3,300,578 3,294,930 145,937 95.8 15.83 

品目 金額（千円） 

ボトムス 1,228,857 

トップス 1,011,712 

小物 236,007 

合計 2,476,577 



４）敷金及び保証金 

② 負債の部 

１）支払信託 

(イ)相手先別内訳 

(ロ)期日別内訳 

２）買掛金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 金額（千円） 

店舗賃借保証金 3,225,183 

本社賃借保証金 118,140 

その他 21,138 

合計 3,364,461 

相手先 金額（千円） 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 961,185 

合計 961,185 

期日別 金額（千円） 

１ヶ月以内 389,934 

２ヶ月以内 334,095 

３ヶ月以内 237,155 

合計 961,185 

相手先 金額（千円） 

㈱サンマリノ 39,027 

リーバイ・ストラウス ジャパン㈱ 25,217 

㈱クレバー 23,496 

㈱ガゼール 20,694 

㈱ヤギ 19,499 

その他 397,906 

合計 525,841 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、取得請求権付株式の取得を

請求する権利、並びに募集株式または募集新株予約権の割当を受ける権利以外の権利を有しておりません。 

事業年度 ２月21日から２月20日まで 

定時株主総会 決算期の翌日から３ヶ月以内 

基準日 ２月20日 

株券の種類 100株券 1,000株券 10,000株券 

剰余金の配当の基準日 ８月20日・２月20日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱UFJ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱UFJ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

買取手数料 

証券取引所の定める１単元当たりの売買委託手数料相当額を買取った単元未

満株式の数で按分した額 

（注）平成11年10月１日より単元未満株式買取請求に伴う手数料は、以下の

算式により１単元当たりの金額を算定し、これを買取った単元未満株

式の数で按分した金額としております。 

（算式）１単元当たりの買取価格に１単元の株式数を乗じた合計金額のうち 

100万円以下の金額につき               1.150％ 

100万円を超え500万円以下の金額につき         0.900％ 

500万円を超え1,000万円以下の金額につき       0.700％ 

1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき      0.575％ 

3,000万円を超え5,000万円以下の金額につき      0.375％ 

(円未満の端数が生じた場合には切り捨てる。) 

ただし、１単元当たりの算定金額が2,500円に満たない場合には、

2,500円とする。 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 

毎年２月20日、８月20日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録

された株主のうち、100株以上所有の株主に対し、一律3,000円の当社の店舗

だけに使用できる優待券を贈呈いたします。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 (１）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第46期）（自 平成17年２月21日 至 平成18年２月20日）平成18年５月18日関東財務局長に提

出。 

 (２）半期報告書 

（第47期中）（自 平成18年２月21日 至 平成18年８月20日）平成18年10月13日関東財務局長に提出。 

 (３）自己株券買付状況報告書 

１．報告期間 自 平成18年２月１日 至 平成18年２月28日 平成18年３月６日関東財務局長に提出。 

２．報告期間 自 平成18年３月１日 至 平成18年３月31日 平成18年４月６日関東財務局長に提出。 

３．報告期間 自 平成18年４月１日 至 平成18年４月30日 平成18年５月８日関東財務局長に提出。 

４．報告期間 自 平成18年５月１日 至 平成18年５月31日 平成18年６月５日関東財務局長に提出。 

５．報告期間 自 平成19年３月１日 至 平成19年３月31日 平成19年４月９日関東財務局長に提出。 

６．報告期間 自 平成19年４月１日 至 平成19年４月30日 平成19年５月７日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

      平成１８年５月１８日

株式会社ジーンズメイト      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 中川 幸三  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 米澤 英樹  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ジーンズメイトの平成１７年２月２１日から平成１８年２月２０日までの第４６期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ジーンズメイトの平成１８年２月２０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

      平成１９年５月１７日

株式会社ジーンズメイト      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 米澤 英樹  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 林  敬子  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ジーンズメイトの平成１８年２月２１日から平成１９年２月２０日までの第４７期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ジーンズメイトの平成１９年２月２０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当事業年度より固定資産の減損に係る会

計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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